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療養費検討専門委員会における議論の整理に係る対応スケジュール（案）

➀同一建物の複数患者への往療の見直し

１．平成28年10月１日から施行するもの

②「亜急性」の文言の見直し

③支給基準の明確化を図るため、判断に迷う事例の収集及び公表

④「部位転がし」等の重点的な審査の実施に向けた審査基準の策定

⑤柔整審査会の権限を強化し、不正請求の疑いが強い施術所に資料の提出や説明を求める仕組み

⑥地方厚生（支）局における個別指導・監査の迅速化、「受領委任の取扱いの中止」を確実に運用する仕組み

⑦保険者や柔整審査会が施術所に対して領収書の発行履歴その他通院の履歴がわかる資料の提示を求めることができる仕組み

⑧事業者等に金品を提供し、患者の紹介を受け、その結果なされた施術を療養費支給の対象外とする

⑨支給申請書様式の統一

２．具体案の検討が必要であり、年内を目処に方針を決め、周知を図った上で平成29年度から実施を目指すもの

⑩施術管理者について研修受講や実務経験を要件とする仕組みの導入

⑪初検時相談支援料について、一定の要件を満たす施術管理者に限って算定可能とする仕組みへの変更

⑫電子請求に係る「モデル事業」の実施

３．具体案の検討が必要であるとともに、十分な施行準備が必要であり、年度内を目処に方針を決め、できるだけ早期に

実施を目指すもの

⑬地方厚生（支）局における指導・監査の人員体制の強化

⑭不適正な広告の是正

４．継続的に実施するもの

⑮原因疾患毎の長期・頻回事例に関するデータの収集

⑯柔道整復療養費とあはき療養費との併給の実態把握

５．次期改定に向けて、調査を実施するもの

⑰支給申請書における負傷原因の記載を1部位目から記載すること

⑱問題のある患者に対し、保険者において受領委任払いではなく、償還払いしか認めない権限を与えること

６．引き続き検討するもの
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第8回社会保障審議会医療保険部会 柔道整復療養費
検討専門委員会（平成28年11月2日）の資料を基に作成



療養費検討専門委員会における議論の整理
に係る対応スケジュール（案）に係る

進捗状況及び今後の検討
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⇒ 平成２８年１０月１日から施行済み。

➀同一建物の複数患者への往療の見直し
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○ 現在の留意事項通知（平成９年４月17日付け保険発第57号）では、「
療養費の支給対象となる負傷は、急性又は亜急性の外傷性の骨折、
脱臼、打撲及び捻挫であり内科的原因による疾病は含まれないこと」

とされている。

○ ２９年３月２１日の専門委員会に、次ページのとおり、留意事項通知
に

➀ 負傷の原因が明らかであること。（具体性を欠くもの及び外傷の原
因が不明なものは支給対象にならないこと。）

➁ 身体の組織の損傷の状態が慢性に至っていないものであること

を追記する事務局案を示したが、一部反対意見があった。

○ このため、事務局において、引き続き調整を行っているところ。

②「亜急性」の文言の見直し
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【改正案】 【現行】

第１ 通則
５ 療養費の支給対象となる負傷は、

負傷の原因が明らかで、身体の組織の損傷の状態が慢
性に至っていない

急性又は亜急性の外傷性の骨折、脱臼、打撲及び捻挫で
あり、内科的原因による疾患は含まれないこと。

なお、負傷の原因が明らかで、身体の組織の損傷の状態
が慢性に至っていない

急性又は亜急性の介達外力による筋、腱の断裂（いわゆ
る肉ばなれをいい、挫傷を伴う場合もある。）については、
第５の３の（５）により算定して差し支えないこと。

また、外傷性とは、関節等の可動域を超えた捻れや外力
によって身体の組織が損傷を受けた状態を示すものであり、
いずれの負傷も、急性又は亜急性、すなわち身体の組織の
損傷の状態が急性又は急性に準ずるものであり、慢性に
至っていないものであること。

（注） 負傷の原因は、具体的に、いつ、どこで、どこを、どうし
て負傷したかを施術録に記載しなければならないこと。
単に「亜急性の外傷」や「急性に準じる外傷」のような具

体性を欠くもの及び外傷の原因が不明なものは支給対象
にならないこと。

第１ 通則
５ 療養費の支給対象となる負傷は、

急性又は亜急性の外傷性の骨折、脱臼、打撲及び捻挫
であり、内科的原因による疾患は含まれないこと。

なお、

急性又は亜急性の介達外力による筋、腱の断裂（いわゆ
る肉ばなれをいい、挫傷を伴う場合もある。）については、
第５の３の（５）により算定して差し支えないこと。

○ 具体的には、留意事項通知を、以下の通り改正する。 柔 － ４
２９．３．２１
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③支給基準の明確化を図るため、判断に迷う事例の収集及び公表

⇒ 平成２９年度中に判断に迷う事例の収集を予定

④「部位転がし」等の重点的な審査の実施に向けた審査基準の策定

⑤柔整審査会の権限を強化し、不正請求の疑いが強い施術所に資料の
提出や説明を求める仕組み

⑥地方厚生（支）局における個別指導・監査の迅速化、「受領委任の取扱
いの中止」を確実に運用する仕組み

⑦保険者や柔整審査会が施術所に対して領収書の発行履歴その他通
院の履歴がわかる資料の提示を求めることができる仕組み

⑧事業者等に金品を提供し、患者の紹介を受け、その結果なされた施術
を療養費支給の対象外とする

⑨支給申請書様式の統一

⇒ 平成２９年１０月１日から実施済み

③～⑨について
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柔整審査会、保険者等、地方厚生（支）局への情報提供の流れ

○審査により、不正の疑いを見つける
【④審査基準の策定】

・不正請求について、客観的な証拠があるものが複数患者分あるもの
あるいは

・患者調査等の結果、不正請求の疑いが強いものが複数患者分（概
ね１０人の患者分があることが望ましい）あるもの
について、優先して地方厚生（支）局に通報する

○不正請求の証明度が高いものについては、優先して個別指導・監査を行う。
※証拠がそろっているものについては個別指導を省略できることとする。
【⑥地方厚生（支）局における個別指導・監査の迅速化、⑬地方厚生（支）局の人員体制の強化】

○患者、施術者へ調査する
【⑤柔整審査会の権限強化】
【⑦通院の履歴の分かる資料の提示】

地方厚生（支）局

保険者等 又は 柔整審査会

柔整審査会
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柔道整復師に対する指導・監査等の実施状況 （厚生（支）局別）

厚生（支）局
①集団指導（人） ②個別指導（件） ③監査（件） ④中止等（件） （参考）情報提供

H26 H27 H28 H26 H27 H28 H26 H27 H28 H26 H27 H28 H26 H27 H28

北海道 541 430 760 3 0 4 0 3 0 0 3 0 26 20 13

東 北 263 226 184 14 10 7 2 1 1 0 1 0 40 46 48

関東信越 1,094 1,057 1,681 15 10 12 4 9 3 3 5 4 166 232 262

東海北陸 387 378 398 19 21 19 1 0 0 1 0 0 69 107 82

近 畿 931 934 774 50 22 31 19 4 8 11 9 1 100 169 145

中国四国 146 192 147 11 10 6 2 3 1 1 3 1 45 54 43

四 国 130 137 101 5 4 4 2 3 1 0 2 1 29 12 13

九 州 608 589 524 5 12 19 5 3 3 3 2 3 73 95 101

計 4,100 3,943 4,569 122 89 102 35 26 17 19 25 10 548 735 707

※ 「①集団指導」の数値は対象とした柔道整復師の人数、「②個別指導」及び「③監査」の数値は実施した個別指導及び監査の件数
※ 「④中止等」の数値は中止及び中止相当とした件数の合計
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柔道整復の施術に係る受領委任の取扱いの中止等事例一覧 （平成 28年度）

中止等年月日 都道府県 中止等区分 中止等理由 備考（公表資料の具体的な内容等）

1 平成28年6月1日 東京都 中止 不正請求
・施術の事実がないものを療養費請求
・施術内容を付け増して療養費を請求
・算定基準を満たしていない療養費を請求

2 平成28年7月22日 長崎県 中止 不正請求 ・算定基準を満たしていない療養費を請求

3 平成28年8月4日 東京都 中止相当 不正請求
・複数回にわたり正当な理由なく監査を欠席
（監査拒否）

4 平成28年9月27日 大阪府 中止相当 不正請求
・施術の事実がないものを療養費請求
・往療の必要がないものを療養費請求

5 平成28年10月4日 鹿児島県 中止相当 不正請求 ・算定基準を満たしていない療養費を請求

6 平成28年12月1日 愛媛県 中止相当 不正請求 ・施術の事実がないものを療養費請求

7 平成28年12月28日 東京都 中止相当 不正請求
・施術の事実がないものを療養費請求
・施術内容を付け増して療養費を請求
・算定基準を満たしていない療養費を請求

8 平成29年1月28日 東京都 中止相当 不正請求
・施術の事実がないものを療養費請求
・実際には勤務していない施術者のものを療養
費請求

9 平成29年2月28日 熊本県 中止相当 不正請求 ・施術内容を付け増して療養費を請求

10 平成29年3月1日 岡山県 中止相当 不正請求 －

※事例の内容等については地方厚生（支）局の公表資料より抜粋
※ 「中止等区分」欄にある「中止相当」とは、監査の対象となった柔道整復師が受領委任の取扱いを辞退した後に行政措置が決定したもの 10



柔道整復の施術に係る療養費の不正請求等の事例 （平成 28 年度公表分）

不正等の事例 施術所数 主な不正等の内容

1 架空請求 ５
・実際には行っていない施術を行ったものとして施術録に不実記載し、療養
費を不正に請求したもの

2 付増請求 ３
・施術日数を付け増して療養費を請求していたもの
・実際に行った施術に行っていない施術を付け増して施術録に不実記載し、
療養費を不正に請求していたもの

3 監査拒否 １ ・正当な理由なく監査を欠席したことによるもの

4 その他 ６

・往療を必要とするやむを得ない理由がないにもかかわらず、患家で
行った施術を療養費を不正に請求したもの
・実際に勤務していないにもかかわらず、療養費を不正に請求していたもの
・算定基準を満たしていない療養費を請求していたもの

公表資料からみる不正請求等の事例（再掲）
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○ 平成２８年９月２３日の議論の整理では、「白紙署名の問題に関して
、施術毎に署名を求めることとしてはどうかとの意見があった。これに
関しては、実際に患者が受領しているかどうかを確認する患者調査を
引き続き実施する。さらに、架空請求を防止するための方策として、必
要に応じて保険者や柔整審査会が施術書に対して領収書の発行履歴
その他通院の履歴が分かる資料の提示を求めることができる仕組み
を導入する」とされ、後段については平成２９年１０月から実施されて
いる。

○ 一方で、これまでの専門委員会で、更に施術毎に署名を求めるべき
との意見がある。

⑦関係 「白紙署名」について

論 点

架空請求を防止するための方策について、どう考えるか。
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○ 本年４月からの実施に向け、１１月２０日の専門委員会で、事務局か
ら「施術管理者の要件について（案）」をお示しし、平成３０年１月１６日
に、関係通知の改正を行ったところ。

○ 現在、研修実施法人の手続きを行っているところであるが、これから
テキストの作成等を行うため、研修の実施は平成３０年度の夏以降に
なる見込み。

○ このため、平成３０年４月から、新たに施術管理者になる場合には、
実務経験と研修の受講が必要となるが、平成３０年度においては、受
領委任の届出から１年以内に、施術管理者の研修を受講すればよい
旨の経過措置を設けることとしたい。

⑩施術管理者について研修受講や実務経験を要件とする仕組みの導入
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→ ２，３を満たさなかった場合には、受領委任の取扱いを中止する。

○平成30年度における研修の緩和措置について（案）

１．対象者

平成30年度において、新たに施術管理者となるための実務経験（１年）の要件
を満たしており、施術管理者として、受領委任の取扱いの届出（申出）を行うこと
としている者。

２．実務経験

原則どおり、実務経験期間証明書により、実務経験の期間証明をする。

３．研修受講の特例

受領委任の届出（申出）から１年以内に、施術管理者の研修を受講すること。

※平成30年度は、研修実施機関において年度当初から研修の実施体制が困難な見通し
であること。
※平成31年度以降は、研修実施機関において平成30年度中に平成31年度の研修計画
を策定し、周知をする。
※更に、やむを得ない理由によって研修が受けられない場合については、検討する。
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〔現行〕
○ 施術管理者になるには現在は要件がなく、柔道整復師の養成学校を卒業し柔道整復師となった後、
直ちに施術管理者となり、施術所を開設することも可能。

〔見直し〕

○ 新たに受領委任制度の施術管理者になる場合の要件に、実務経験と研修の受講を課す

（１）実務経験
○実務経験の期間については、段階実施の実施状況を踏まえつつ、最終的には３年とすることを
軸に検討
○平成２９年度に４年制の学校に入学した者が卒業し、１年の実務経験が可能となる平成３３年度
までは、既卒者を含め、実務経験を１年、
その後の平成３４年度、３５年度は、実務経験を２年とする、段階実施について検討

（２）研修の受講
○研修の科目
（１）職業倫理について
（２）適切な保険請求
（３）適切な施術所管理
（４）安全な臨床
○１６時間以上・２日間程度で実施することを基本として検討

（３）施行日
○平成３０年度から施行するよう検討

施術管理者の要件について（報告書概要）
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○養成施設及び関係団体への周知用チラシ 《平成30年1月16日付け 事務連絡》
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○ また、実務経験の対象施設については、受領委任を取り扱っている
施術所とされているが、平成２９年３月２７日の「施術管理者の要件に
ついて」では、実務経験の期間を３年とする場合、病院、診療所（指定
保険医療機関）での従事期間について、最長２年まで（実務経験の期
間を２年とする間は最長１年まで）実務経験の期間として参入すること
を認め、残りの１年以上は施術所における実務経験を求めることにつ
いて、関係者の意見を踏まえ検討すべきとされている。

○病院、診療所（指定保険医療機関）での従事期間について

論 点

実務経験の対象施設における指定保険医療機関の取扱いについて、
どう考えるか。
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○勤務場所別の勤務柔道整復師数
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※施術所の勤務柔道整復師数は、平成２６年衛生行政報告例（平成２６年末時点）から推計（就業柔道整復
師数（63,873人）から施術所数（45,572施設）を減じることにより推計）。

※病院及び一般診療所の勤務柔道整復師数は、平成２６年病院報告（平成２６年１０月１日時点）による常勤
換算人数。

勤務柔道整復師数 割合

施術所 18,301人 81.4％

病院 523人 2.3％

一般診療所 3,649人 16.2％

合計 22,473人 100.0％



○ 初検時相談支援料について、より質の高い相談支援を行う者が加算
を得られるよう、施術管理者の実務経験や研修受講などの一定の要
件を満たす施術管理者がいる施術所に限って算定可能とする仕組み
への変更に向けて検討することとされている。

○ 一方、平成３０年４月から、新たに施術管理者となる場合には実務経
験や研修受講を要件とする仕組みが導入されることから、その中で差
異を設けることは現時点では難しくなっている。

○ このため、現時点では、初検時相談支援料は、初検時において、患
者に対し、施術に伴う日常生活等で留意すべき事項等をきめ細やか
に説明し、その旨施術録に記載した場合に算定できる旨、再度徹底を
図ることとする。

⑪初検時相談支援料について、一定の要件を満たす施術管理者に限っ
て算定可能とする仕組みへの変更
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○ 現在、一部保険者と、電子請求に係るモデル事業を実施すべく、調
整を行っているところであり、引き続き実施に向け作業を進める。

○ 電子請求の導入に当たって、現行の療養費支給申請の流れや電子
請求の導入に当たって検討すべき具体的な事項を把握するため、一
部の保険者、一部の施術者に対して実態調査を開始したところ。

⑫電子請求に係る「モデル事業」の実施
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○ 平成２９年度厚生労働省機構・定員査定において、柔道整復療養費
対応分を含め、医療指導官監査官の増員（全体で８人）が認められた。

○ 平成３０年度厚生労働省機構・定員査定においては、柔道整復・あは
き療養費対策を含めた人員体制の強化として、８人の増員が認められ
ており、引き続き人員体制の確保に努める。

⑬地方厚生（支）局における指導・監査の人員体制の強化
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○ 柔道整復の広告について、ガイドラインの作成を検討し、ガイドライン
に基づき、不適正な広告を掲げている施術所への指導を徹底する。

大まかなスケジュール（案）

現在 都道府県に対する実態調査を集計中

年度内～ ガイドライン作成を含む広告に関する検討会を開催予定

⑭不適正な広告の是正
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○ 長期施術については、

・ 打撲、捻挫の施術が３か月を超過した場合、支給申請書に「長期
施術継続理由書」を添付することとされている。

・ 初検から５か月を超過した部位に係る施術料金は８０％に逓減す
ることとされている。

○ 頻度調査（平成２８年１０月分の支給申請書の抽出調査）によれば、
３月目までに「治癒」なった支給申請書の割合は、８１．３％であり、６
月目以降に「治癒」なった支給申請書の割合は、２．５％となっている。

⑮原因疾患毎の長期・頻回事例に関するデータの収集
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平成28年10月時点で転帰が「治癒」となった支給申請書について
＜初検月からの経過月数の分布状況＞

※ 以下の抽出率にしたがい抽出した平成28年10月柔道整復療養費支給申請書を基に分析
・ 国民健康保険 1／60 ・ 後期高齢者医療制度 1／50 ・ 全国健康保険協会管掌健康保険 1／30
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負傷原因別の治癒までの期間

※ 平成28年10月柔道整復療養費支給申請書より（抽出率補正なし）

１ヶ月 ２ヶ月 ３ヶ月 ４ヶ月 ５ヶ月 ６カ月以上 合計

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

骨 折 4 15.4% 9 34.6% 6 23.1% 3 11.5% 1 3.8% 3 11.5% 26 100%

不全骨折 2 22.2% 1 11.1% 4 44.4% 1 11.1% 0 0.0% 1 11.1% 9 100%

脱 臼 12 92.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 7.7% 13 100%

打 撲 3,780 30.7% 2,574 20.9% 4,046 32.9% 1,101 8.9% 557 4.5% 248 2.0% 12,306 100%

捻 挫 5,147 24.2% 4,077 19.2% 7,567 35.6% 2,526 11.9% 1,318 6.2% 610 2.9% 21,245 100%

合 計 8,945 26.6% 6,661 19.8% 11,623 34.6% 3,631 10.8% 1,876 5.6% 863 2.6% 33,599 100%
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○ 「治癒」までの期間が６月以上のものの件数・全体に占める割合を、
負傷原因別にみると、以下のとおりとなっている。

○ また、月１６回以上の施術の件数・全体に占める割合を、負傷原因別
にみると、以下のとおりとなっている。

負傷原因 ６月以上の件数 ６月以上の割合

骨折 ３件 （１１．５％）

不全骨折 １件 （１１．１％）

脱臼 １件 （７．７％）

打撲・挫傷 ２４８件 （２．０％）

捻挫 ６１０件 （２．９％）

27

負傷原因
１６～２０回 ２１回以上

件数 割合 件数 割合

骨折 ３１件 （１３．３％） ３１件 （１３．３％）

不全骨折 ２件 （ ５．６％） －

脱臼 ３件 （１２．５％） １件 （ ４．２％）

打撲・挫傷 ２，０６９件 （ ４．２％） １，０４５件 （ ２．１％）

捻挫 ４，５０８件 （ ４．５％） ２，３９３件 （ ２．４％）



初検月からの経過月数と施術回数の分布

※ 以下の抽出率にしたがい抽出した平成28年10月柔道整復療養費支給申請書を基に分析
・ 国民健康保険 1／60 ・ 後期高齢者医療制度 1／50 ・ 全国健康保険協会管掌健康保険 1／30

【経過月数別の施術回数の分布状況】
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６～１０回 15.6% 21.4% 23.9% 22.7% 25.1% 24.8%
１１～１５回 6.0% 9.5% 10.8% 10.9% 12.3% 14.2%
１６～２０回 2.9% 4.9% 5.0% 5.3% 6.3% 7.0%
２１～２５回 1.1% 2.1% 2.5% 2.8% 2.8% 3.9%
２６回以上 0.0% 0.2% 0.2% 0.1% 0.0% 0.4%
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○ 柔道整復療養費とあはき療養費の併給の実態については、保険者
で名寄せをして調査していただく必要があり、今後、調査方法等につ
いて保険者と調整する。

⑯柔道整復療養費とあはき療養費との併給の実態把握
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○ 支給申請書における負傷原因の記載については、１部位目から求め
るべきといった意見があった一方で、全ての支給申請書に１部位目か
ら負傷原因を記述することは負担が大きいため、重点的な審査の実
施を優先すべきとの意見があり、さらに検討することとされている。

⑰支給申請書における負傷原因の記載を1部位目から記載すること

論 点

支給申請書における負傷原因の１部位目からの記載について、どう
考えるか。
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○健康保険法施行規則（大正１５年７月内務省令第３６号）

第６６条 法第８７条第１項の規定により療養費の支給を受けようとするときは、被保険者は、次に掲げる事
項を記載した申請書を保険者に提出しなければならない。

一～二 （略）

三 傷病名及びその原因、発病又は負傷の年月日並びに負傷の経過

四～九 （略）

２～４ （略）

○ 昭和４９年より「負傷の原因」欄には、次の各項目（４の項目については、船員保険に限る。）のうち該当
するものを記載することで足りるものとされた。

１ 業務災害、通勤災害または、第三者行為以外の原因による。

２ 第三者行為による。（自動車事故、その他の事故）

３ 業務災害（通勤災害、第三者行為）の疑いがある原因による。（ ）

４ 職務上（通勤）の原因による。

（注１）２に該当するときは、（）内に自動車事故、その他の事故の別を記載すること。

（注２）３に該当するときは、（）内に具体的な傷病の原因を記載すること。

（参考１）

31



○「柔道整復に係る療養費支給申請書の「負傷の原因」欄の記載について（通知）」（平成１６年５月２８日付
け保医発第０５２８００１号）

標記については、「『業務災害、通勤災害または、第三者行為以外の原因による。』、『第三者行為による。
（自動車事故、その他の事故）』、『業務災害（通勤災害、第三者行為）の疑いがある原因による。』」等の記
載で差し支えないこととしているが、平成１６年７月１日以降の施術分より、以下のように取扱うこととしたの
で、関係者に周知徹底を図るとともに、その取扱いに遺漏のないようご配慮を願いたい。

記

施術部位が４部位以上の請求書において、４部位目を所定料金の100分の33に相当する金額により算定
することとなる場合は、すべての負傷名にかかる具体的な負傷の原因を療養費支給申請書に記載すること
としたこと。

○「柔道整復師の施術に係る療養費について（通知）」（平成２２年５月２４日付け保医発０５２４第３号）

１ 柔道整復施術療養費支給申請書への記載について

（１） ３部位以上の請求に係る負傷の原因について

本年９月１日以降の施術分から、施術部位が３部位以上の柔道整復施術療養費支給申請書（以下「
申請書」という。）において、３部位目を所定料金の100分の70に相当する金額により算定することとな
る場合は、すべての負傷名にかかる具体的な負傷の原因を申請書の「負傷の原因」欄に記載すること
としたこと。

（２） （略）

（参考２）
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○ 問題のある患者について、保険者において受領委任払いではなく、
償還払いしか認めない権限を与えることについては、問題のある患者
を特定する仕組みや事後的に償還払いとする場合の取扱いなど事務
的に検討すべき点があり、今後の検討課題とされている。

○ 現在、あはき療養費についても、同様の仕組みについて検討してい
るところであり、その検討状況を踏まえながら引き続き検討する。

⑱問題のある患者に対し、保険者において受領委任払いではなく、償還
払いしか認めない権限を与えること
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